
成果連動型民間委託契約方式（PFS：Pay For Success）施策説明会
～内閣府における取組について～

内閣府 成果連動型事業推進室
（https://www8.cao.go.jp/pfs/index.html）



経済財政運営と改革の基本方針２０２０

○経済財政運営と改革の基本方針2020（令和２年７月17日閣議決定）(抄)
第３章「新たな日常」の実現
４．「新たな日常」を支える包摂的な社会の実現
（３）社会的連帯や支え合いの醸成
健康、再犯防止、就労支援等の社会的事業において、成果連動型民間委託
契約方式などの官民連携を進める。その際、民間資金を呼び込むＳＩＢの
積極的活用を図る。
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アクションプランについて

アクションプランの概要

令和２年３月、「成果連動型民間委託契約方式の推進に関するアクションプラン」
（成果連動型民間委託契約方式の推進に関する関係省庁連絡会議（※）決定）を策定。

ＰＦＳ普及促進に向けた関係府省庁の取組

l 共通的ガイドライン及び分野別手引きの作成（※）
l 事例構築や横展開を進めるための支援事業等の実施
l 支払額や評価の根拠となるエビデンス環境の整備
l 交付金等の既存の制度枠組みにおけるＰＦＳ事業の普及促進策の実施
l ＰＦＳの補助制度の検討 等
※ガイドライン等の策定に当たっては、民間事業者、評価専門家、外部有識者等の意見を踏まえることとする。

達成目標
l 令和４年度末において、重点３分野でのＰＦＳ事業を実施した地方公共団
体等の数を100団体以上とする。

※重点３分野：医療・健康、介護、再犯防止
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※関係府省庁連絡会議

設立目的：ＰＦＳの推進に関し、情報・意見交換、 連絡調整を行うため。

構成員：内閣官房・内閣府・総務省・法務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省



コンテンツ（掲載情報）
・ＰＦＳ事業事例及び事業結果資料 ・ＰＦＳ関連報告書 ・支援事業公募情報
・ＰＦＳ事業に活用実績のある支援制度一覧 ・セミナー情報
・講師派遣制度の案内 ・ＰＦＳ関連リンク（関係府省庁ページリンク集）

l ポータルサイトの構築、ＰＦＳに関する情報発信

l 地方公共団体におけるＰＦＳ事業案件形成の支援事業を実施

l 共通的ガイドラインの作成
l パンフレットの作成
l 職員研修や個別相談等に関し、地方公共団体等を
対象に講師派遣を実施

ＰＦＳ普及促進に向けた内閣府の現状の取組
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目的：地方公共団体におけるさらなる事例構築を分野横断的に支援すること
本年度支援先：茨城県下妻市（事業名：下妻式コンディショニング事業）

大阪府堺市（事業名：地域産業施策におけるPFS活用推進事業）



地方公共団体におけるＰＦＳ事業案件形成の支援事業の概要
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【成果連動型民間委託契約方式推進交付金等】
令和３年度からＰＦＳ事業を実施する地方公共団体を対

象に、より高い成果創出時に必要となる委託費の成果連動
部分等についての複数年にわたる補助を行います。その際、
当該ＰＦＳ事業に必要な成果評価については、評価の専門
機関による支援を実施することで、ＰＦＳ事業の成果評価
に対する地方公共団体の負担の軽減を図るとともに、良質
なエビデンスの蓄積につなげます。

【官民連携プラットフォーム】
ＰＦＳを活用していない地方公共団体等を対象に、ＰＦ

Ｓへの理解の浸透、その活用に向けた具体的な検討の着手
の促進等を目的とし、ＰＦＳ先進事例の成果等、地方公共
団体にとって有益な情報について、オンラインとオフライ
ンを組み合わせ機動的に提供するとともに、それらについ
て自由に意見交換する場（プラットフォーム）の形成に継
続的に取り組みます。

【案件形成支援事業等】
更なる事例構築を分野横断的に後押しするため、ＰＦＳ

の活用を検討される地方公共団体を対象に、案件形成を支
援します。

○成果連動型民間委託契約方式とは、国又は地方公共団体等が、
民間事業者に委託等する事業であり、解決すべき行政課題
（※１）に対応した成果指標（※２）を設定し、支払額を
当該成果指標の改善状況に連動させるものです。

※１ 例：糖尿病性腎症等重症化予防、フレイル（虚弱）予防、再犯防止 など
※２ 例：腎機能低下抑制率、運動習慣の改善度、刑務所出所後の就労者数 など

○ＰＦＳは、国内でも活用事例が出てきており、「経済財政運
営と改革の基本方針2020」（令和２年７月17日閣議決定）
等においては、「「新たな日常」を支える包摂的な社会の
実現」として、誰ひとり取り残されることない包摂的な社
会の実現をしていくため、社会的連帯や支え合いの醸成が
求められているところ、健康、再犯防止、就労支援等の社
会的事業について、成果連動型民間委託契約方式などの官
民連携を進め、その普及促進に取り組む方針が打ち出され
ています。また、その際、民間資金を呼び込むソーシャ
ル・インパクト・ボンド（ＳＩＢ）の積極的活用を図るこ
ととされています。

○令和２年度に策定したＰＦＳアクションプランにおいては、
令和４年度末において、重点３分野でのＰＦＳ事業を実施
した自治体等の数を100団体以上とする目標値を設定してい
ます。

成果連動型民間委託契約方式（PFS:Pay for Success）普及促進事業（内閣府成果連動型事業推進室）

事業費総額 4.3億円

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○行政課題の解決に民間事業者のノウハウ等が積極的に活
用されること等により高い成果が創出されます。

○個々の事業の費用対効果が高まり、ワイズスペンディン
グが図られます。

〇ＥＢＰＭの推進が図られます。

期待される効果

謝金、旅費、調査費等

資金の流れ

国

有識者等
請負業者（一般競争）

都道府県
市町村

交付金（1/2等）



成果連動型民間委託契約方式推進交付金等
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l 令和３年度からＰＦＳ事業を実施する地方公共団体を対象に、より高い成果創出時に必
要となる委託費の成果連動部分等についての複数年にわたる補助を行います。

l その際、当該ＰＦＳ事業に必要な成果評価については、評価の専門機関による支援を実
施します。

補助率・補助限度額等
【成果連動部分】
・補助率：２分の１（上限額：1,000万円（ただし、ＳＩＢの場合、2,000万円））
【ファイナンス部分】
・補助率：10分の10（上限額：500万円）

【交付スキームイメージ】



ＰＦＳ官民連携プラットフォーム
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l ＰＦＳを活用していない地方公共団体等を対象に、ＰＦＳへの理解の浸透、その活用に
向けた具体的な検討の着手の促進等を目的とし、ＰＦＳ先進事例の成果等、地方公共団
体にとって有益な情報について、オンラインとオフラインを組み合わせ機動的に提供す
るとともに、それらについて自由に意見交換するための「ＰＦＳ官民連携プラット
フォーム」を創設し、夏ころに参加募集を開始します。
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